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証書類その他政令で定める書類の審査を行ったので、次のとおり意見を提出します。 
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凡      例 
 

１ 各表中・グラフ中で用いる数値は、原則として表示単位未満を四捨五入している。 

２ 文中で用いる数値のうち、万円単位で表示のものは、表示単位未満は切り捨て、それ

以外のものは、原則として表示単位未満を四捨五入している。 

３ 各表中・グラフ中で用いる符号の用法は次のとおりである。 

  

符 号 用 法 

 △ 減又はマイナス 

-   該当数値のないもの（該当数値が 0のものを含む） 

 0.0 表中：比率で表示単位未満の数値があるもの 

グラフ中：表示単位未満の数値があるもの又は該当数値が 0のもの 

 0 表中：①増減・比率等の計算の結果、数値が 0のもの 

②上記以外で表示単位未満の数値があるもの 

グラフ中：表示単位未満の数値があるもの又は該当数値が 0のもの 

 *** 前年度・当年度の数値の一方がマイナスの場合における対前年度増減率 

 

４ 各表中の対前年度増減（額）及び比率は、原則として表示単位未満を四捨五入した後

の数値を用いて算出しているため、表ごとで表示単位が異なることにより対前年度増減

（額）及び比率が一致しない場合がある。 
５ 各表中の総数と内訳の計が一致しない場合があるが、これは表示単位未満を四捨五入

したことによるものである。 

６ 年度表記において元号を省略している場合があるが、「元年度から 14年度」の元号は

「令和」、それ以外は「平成」である。 

７ 類似都市とは、中核市 62 市（令和 4 年 4 月 1 日現在）のうち、関西圏の中核市で、

人口が近く（本市との差が概ね 10万人以内）、県庁所在地を除く都市から抽出した 7市

（豊中市、吹田市、高槻市、枚方市、東大阪市、姫路市、西宮市）である。 



 



第１ 審査の対象 

 令和 4年度 尼崎市一般会計歳入歳出決算 

尼崎市特別会計国民健康保険事業費歳入歳出決算 

尼崎市特別会計地方卸売市場事業費歳入歳出決算 

尼崎市特別会計育英事業費歳入歳出決算 

尼崎市特別会計公共用地先行取得事業費歳入歳出決算 

尼崎市特別会計公害病認定患者救済事業費歳入歳出決算 

尼崎市特別会計母子父子寡婦福祉資金貸付事業費歳入歳出決算 

尼崎市特別会計青少年健全育成事業費歳入歳出決算 

尼崎市特別会計介護保険事業費歳入歳出決算 

尼崎市特別会計後期高齢者医療事業費歳入歳出決算 

尼崎市歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する調

書、証書類 

 

第２ 審査の期間 

   令和 5年 7月 3 日から 8月 7日まで 

 

第３ 審査の着眼点と主な実施内容 

   審査に付された令和 4年度尼崎市歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書が関係法令に準拠して作成されているか並びに計数が会計管理者

及び関係部局の所管する証書類と符合するかを照合し確認するとともに、予算執行状況につ

いても有効性、効率性、経済性の観点に留意して審査を行った。 

   なお、審査に当たっては尼崎市監査基準に準拠して実施しており、また関係職員に説明を

求めたほか、例月出納検査及び財務・行政監査等の結果も参考にした。 

 

第４ 審査の結果 

審査に付された令和 4年度尼崎市歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書は、いずれも関係法令に準拠して作成されており、それらの計数も

証書類と符合し誤りはないと認められた。 

  また、予算の執行状況は、おおむね適正であると認められた。 
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